
事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 1

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 31300 養護老人ホーム委託事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

目的
・身体、精神、環境上及び経済的理由により、居宅において養護を受けることが困難と
なった高齢者を保護施設（養護老人ホーム）等に措置し、安定した日常生活を送れるよ
うにする。

概要
・入所措置が必要とみなされる方を老人ホーム入所判定員会において、入所措置等の要否の判定を依頼する。
・入所措置判定者を養護老人ホーム等に入所委託する。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 148,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

150,702 150,631 150,631 2,180148,451 142,921 △ 589

特定財源

国費　（ 

147,781 143,510 148,451

その他（ 負担金（老人保護費）、健康福祉基金繰入金 29,600 31,922 28,500

県費　（ 

28,500 25,551

124,331 124,331 4,380

△ 6,371 28,000 26,300 26,300 △ 2,200

117,370 5,782 122,702一般財源 118,181 111,588 119,951 119,951

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

老人福祉施設への委託（向陽園ほか３施設） 146,800 142,708 147,300 147,300 141,699 △ 1,009 149,300

・居宅において養護を受けることが困難となった措置が必要な高齢者を把握し、
老人ホーム入所判定委員会の結果により入所措置を実施している。
・入所者が高齢化し、要介護（支援）者が増加しているため、高山八寿会と連携し
ながら施設で対応できない入所者については特別養護老人ホームへの入所に切
り替えを行う。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

事業実績

・居宅において養護を受けることが困難となった高齢者で入所措置が必要とみなされる方に対して、老人
ホーム入所判定員会において、入所措置等の要否の判定を３件依頼
・入所措置の判定者を養護老人ホームに４名入所委託
・延べ措置収書者数　６５５人

事業実績

・居宅において養護を受けることが困難となった高齢者で入所措置が必要とみなされる方に対して、老人
ホーム入所判定員会において、入所措置等の要否の判定を６件依頼
・入所措置の判定者を養護老人ホームに４名入所委託
・延べ入所者数　６４７人

担当課
予算要求
ポイント

・養護老人ホームへの入所委託に要する経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・独居老人・要援護者等への地域福祉体制を整える施策として、有効に機能している。
・生活環境の変化や高齢者福祉サービス、在宅及び介護施設サービスの利用等により、在宅で自立した
生活を継続できるようになったため、養護施設への入所のニーズは、減少傾向にある。

評価等
・独居老人・要援護者等への地域福祉体制を整える施策として、有効に機能している。
・生活環境の変化や高齢者福祉サービス、在宅及び介護施設サービスの利用等により、在宅で自立した
生活を継続できるようになったため、養護施設への入所のニーズは、減少傾向にある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・居宅において養護を受けることが困難となった措置が必要な高齢者を把握し、
老人ホーム入所判定委員会の結果により入所措置を実施している。
・入所者が高齢化し、要介護（支援）者が増加しているため、高山八寿会と連携し
ながら施設で対応できない入所者については特別養護老人ホームへの入所に切
り替えを行う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 1

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業実績

①短期入所付加サービス：ケアマネを通じた申請や該当者からの直接の申請を受けて助成　　　9人
②軽度生活援助：簡易な日常生活業務に対するシルバー人材センター会員の派遣による援助　73人
③低所得者サービス利用軽減：社会福祉法人が行う介護サービスを利用する低所得者の入所費用自己
負担の一部を助成　19人

事業実績

①短期入所付加サービス：ケアマネを通じた申請や該当者からの直接の申請を受けて助成　　　1人
②軽度生活援助：簡易な日常生活業務に対するシルバー人材センター会員の派遣による援助　69人
③低所得者サービス利用軽減：社会福祉法人が行う介護サービスを利用する低所得者の入所費用自己
負担の一部を助成　19人

担当課
予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 ・ニーズが少なく利用者が固定化している事業については、廃止を含め検討する必要がある。 評価等 ・ニーズが少なく利用者が固定化している事業については、廃止を含め検討する必要がある。
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い、軽度生活援助事業は介護予
防・日常生活サービス事業への移行を含めた調整を行う。
・高齢化の進展に伴い、高齢者世帯や独居高齢者が増加し、安全に生活できる
よう、ニーズに応じた内容で事業を継続する必要がある。
・ニーズが少なく利用者が固定化している事業については、事業のＰＲを行い利
用の拡大に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定

・介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い、軽度生活援助事業は介護予
防・日常生活サービス事業への移行を含めた調整を行う。
・高齢化の進展に伴い、高齢者世帯や独居高齢者が増加しており、安全に生活
できるよう、ニーズに応じた内容で事業を継続する必要がある。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

低所得者サービス利用負担軽減 800 201 800 800 435 234 800

軽度生活援助 2,000 1,663 1,500 1,500 970 △ 693 1,000

査定額 説明

短期入所付加サービス事業 1,000 100 500 500 5 △ 95 500

一般財源 3,605 2,081 2,555 2,555

個票枝番 主な事業内容

150 92

2,465 2,465 △ 90

△ 64 103 140 140 △ 10

1,460 △ 621 2,377

県費　（ 高齢者在宅福祉事業費3/4 600 151 600 600 314 163 750 600 600 0特定財源

国費　（ 

4,405 2,388 3,305

その他（ 軽度生活援助事業雑入　等 200 156 150

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 3,800
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

3,230 3,205 3,205 △ 1003,305 1,866 △ 522

目的
・支援が必要な高齢者に対し、日常生活に関する支援を行うことで、在宅での生活を継
続することができるようにする。

概要
・介護保険の短期入所サービスの支給限度額を超えた利用に対するした利用者負担の一部償還払いや、簡易な日常生活業務
に対するシルバー人材センター会員を派遣による援助など、支援が必要な高齢者に対する介護保険サービス以外の日常生活
の援助を行う。

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
・社会福祉の充実を目指し、サポーターやボランティアの育成、潜在的保育士・看
護師（結婚などで家庭に入っている有資格者）の登録制度などを進めます。

款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

事業名 31305 高齢者在宅生活支援事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 1

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業実績

・利用対象者に対して、当事業の委託先である高山市社会福祉協議会が、通院等、居宅と在宅福祉
サービスを提供する場所等への送迎を実施　　延べ利用者数　9,705人　　登録者数　463人
・「高齢者バス優待乗車券（悠々手形）」2か月定期券（4,110円）の購入に対し、その費用のうち2,000円の
補助を実施　　利用実績　906件

事業実績

・外出支援：利用対象者に対して、当事業の委託先である高山市社会福祉協議会が、通院等、居宅と在
宅福祉サービスを提供する場所等への送迎を実施　　延べ利用者数　8,341人　　登録者数　424人
・地域乗合バス助成：「高齢者バス優待乗車券（悠々手形）」2か月定期券（4,110円）の購入に対し、その
費用のうち2,000円の補助を実施　　利用実績798件

担当課
予算要求
ポイント

・高齢者の外出支援に要する経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・支所地域と高山地域の利用者負担の均衝について検討する必要があるが、支所地域と高山地域で
は、医療機関等が遠方であるなど公共交通等の実情を考慮する必要がある。
・遠距離利用の高齢者などの利用ニーズは高いが、利用者が固定される傾向にある。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・利用目的範囲及び利用者負担、委託内容の検討を行う。
・利用者ニーズは高く、高齢者等の外出や社会参加を促進するため、今後も当事
業を継続する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定

・利用目的範囲及び利用者負担、委託内容の検討を行う。
・利用者ニーズは高く、高齢者等の外出や社会参加を促進するため、今後も当事
業を継続する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

地域乗合バスシルバー定期購入助成 2,400 1,812 2,400 2,400 1,596 △ 216 2,400

査定額 説明

公共交通機関の利用が困難な高齢者等の移送用車両に係る送迎 21,000 16,487 21,000 21,000 16,286 △ 201 21,000

一般財源 23,239 18,299 19,700 19,700

個票枝番 主な事業内容

3,700 3,030

18,600 18,600 △ 1,100

3,030 4,800 4,800 1,100

14,852 △ 3,447 22,060

県費　（ 特定財源

国費　（ 

23,239 18,299 23,400

その他（ 飛騨高山ふるさと基金繰入金 3,700

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 23,400
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

22,060 23,400 23,400 023,400 17,882 △ 417

目的
・高齢者が在宅で安心して自立した生活を維持できるよう、受診や在宅福祉サービス利
用に必要な外出を支援する。
・高齢者等の日常生活をサポートするため外出を支援する。

概要
・支所地域在住の単独では一般の公共交通機関の利用が困難な要支援・要介護認定者等に対し医療機関や在宅福祉サービ
スを提供する場所等への送迎を行う。
・「高齢者バス優待乗車券（悠々手形）」２か月定期券の購入に対し、その費用の一部を補助する。

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

事業名 31310 外出支援事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 6

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業実績

・60歳以上の農地を持たない高齢者に対し、5か所の農園（263区画）を254人に貸与
・温泉利用券：毎月、一か月分の利用券を取りまとめ、補助金受領を代行する各温泉保養施設に補助
交付者数11,123人
・市連合長寿会に対する支援（会員及び各区、単位クラブに対する活動助成）
・米寿の方に民生児童委員の協力を得て、訪問し安否確認とともに祝い品を贈呈　該当者660人

事業実績

・60歳以上の農地を持たない高齢者に対し、5か所の農園（263区画）を260人に貸与。
・毎月、一か月分の利用券を取りまとめ、補助金受領を代行する各温泉保養施設に補助　交付者数
11,138人
・市連合長寿会に対する支援（会員及び各区、単位クラブに対する活動助成）
・米寿の方には民生児童委員の協力を得て、訪問し安否確認とともに祝い品を贈呈　727人

担当課
予算要求
ポイント

・高齢者の増加に伴う敬老祝品贈呈対象者の増

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・老人クラブ：高齢者数の増加に対して長寿会の新規加入者が少なくなっており、連合長寿会加入率の
減・単位クラブの減が課題となっている。
・健康で生きがいを持って生活するために、地域とのつながりも深めながら、連合長寿会への加入メリット
を生かした活発な活動に向けた取り組みが必要である。
・各事業の事務の省力化とコスト抑制について検討する必要がある。

評価等

・高齢者数の増加に対して長寿会の新規加入者が少なくなっており、連合長寿会加入率の減・単位クラ
ブの減が課題となっている。
・健康で生きがいを持って生活するために、地域とのつながりも深めながら、連合長寿会への加入メリット
を生かした活発な活動に向けた取り組みが必要である。
　（温泉保養施設利用券を長寿会単位で配布できるよう手続きの一部手続きの持直しを実施）
・各事業の事務の省力化とコスト抑制について検討する必要がある。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・本補助金を有効に活用するため、老人クラブにおける活動内容の見直しを進め
ながら事業継続し、組織の育成と活動の支援を行う。
・温泉保養施設利用券の交付方法については、事務の効率化について検討す
る。
・高齢者福祉に関する制度等をまとめた「高山市の高齢者福祉」・「福祉と保健」
等を活用し、引き続き市民への制度周知に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定

・本補助金を有効に活用するため、老人クラブにおける活動内容の見直しを進め
ながら事業継続し、組織の育成と活動の支援を行う。
・温泉保養施設利用券の交付方法については、事務の効率化について検討す
る。
・高齢者福祉に関する制度等をまとめた「高山市の高齢者福祉」・「福祉と保健」
等を活用し、引き続き市民への制度周知に努める。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

温泉保養施設等利用費助成 19,500 18,326 19,500 19,500 17,972 △ 354 19,500

老人クラブ活動費等助成 12,900 12,794 12,860 12,860 12,645 △ 149 12,650

敬老祝品 1,000 796 1,000 1,000 964 168 1,000

査定額 説明

老人健康農園（５箇所） 801 742 801 801 735 △ 7 801

一般財源 29,641 14,342 29,325 28,484

個票枝番 主な事業内容

640 11,396

29,295 29,295 △ 30

△ 2,364 509 480 480 △ 160

16,454 2,112 29,910

県費　（ 高齢者在宅福祉事業費2/3 4,644 4,677 4,640 4,640 4,598 △ 79 4,655 4,620 4,620 △ 20特定財源

国費　（ 

34,645 32,779 34,605

その他（ 健康福祉基金繰入金、雑入 360 13,760 640

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 34,600
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

35,074 34,395 34,395 △ 21033,764 32,448 △ 331

目的

・余暇を利用した野菜の栽培や他の農園利用者とのふれあいを通じて、健康で明るく
生きがいのある生活を送れるようにする。
・高齢者等の健康増進や心身のリフレッシュを図る。
・地域を基盤とした老後の社会活動の円滑な展開とまちづくりへの高齢者の参画の促
進を図る。
・敬老の日にあわせて祝品を贈呈し、高齢者の長寿を祝う。

概要

・60歳以上の農地を持たない高齢者に対し、5か所の農園を無償で貸与する。
・65歳以上及び身体障害者手帳等を所有する市民に対し、指定温泉保養施設等利用料の半額（年間20枚の助成券を交付）を
助成する。
・高齢社会を支える上で大きな役割を担っている老人クラブに対し、高齢者の生きがいと健康づくり、福祉の向上のために助成
することにより、各種活動の育成、支援を行う。
・安否確認のため、手渡し等による祝品配付を行う。
・健康長寿ふれあいまちづくり推進委員会委員報酬、高齢者福祉全般にかかる制度周知等

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 生涯現役世代としての活躍の場の創出

Ｈ31目標

事業名 31315 高齢者いきがいづくり推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 1

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 31320 高齢者等住宅改造助成事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 老人福祉費

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

目的
・高齢者の日常生活に支障の少ない住宅整備を促し、住み慣れた住宅で安心して健や
かな生活ができるように生活の維持向上と自立の助長を図る。

概要
・高齢者世帯等の住宅改造及び屋根融雪装置設置に対する助成

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 32,800
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

34,870 32,880 32,880 5032,830 24,145 △ 5,300

特定財源

国費　（ 

32,830 29,445 32,830

その他（ 雑入 21,760

県費　（ 

17,394

32,880 32,880 50

△ 4,366

6,751 △ 934 34,870一般財源 32,830 7,685 32,830 32,830

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

住宅改修、屋根融雪装置設置に対する助成 32,000 28,712 32,000 32,000 23,546 △ 5,166 32,000

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高齢化の進展により、事業のニーズの増大が予想されるため、制度の積極的な
周知に引き続き取り組んでいく。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢化の進展により、事業のニーズの増大が予想されるため、制度の積極的な
周知に引き続き取り組んでいく。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

事業実績 住宅改造　６８件、住宅改造１割助成　１６５件、屋根融雪　１１件 事業実績 住宅改造　５５件、住宅改造１割助成　１４９件、屋根融雪　５件
担当課

予算要求
ポイント

・高齢者の増加による助成件数の増
・屋根融雪装置の設置ニーズの増

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・要介護状態にある高齢者が住宅改造を行うことにより、在宅生活の継続、安全安心な生活の確保がで
きている。
・今後、高齢者の増加に伴い制度利用の増加が見込まれることから、多くのニーズに対応していくために
支援内容等について検討する必要がある。

評価等

・要介護状態にある高齢者が住宅改造を行うことにより、在宅生活の継続、安全安心な生活の確保がで
きている。
・今後、高齢者の増加に伴い制度利用の増加が見込まれることから、多くのニーズに対応していくために
支援内容等について検討する必要がある。

財務部
査定の
考え方
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 1

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ ☑

□ □

事業実績
・特別養護老人ホーム新宮園の整備に対する元利償還金を社会福祉法人清徳会へ補助した。（Ｈ２９ま
で）

事業実績

・特別養護老人ホーム新宮園の整備に対する元利償還金を社会福祉法人清徳会へ補助した。（Ｈ２９ま
で）
・小規模多機能型居宅介護事業所の施設整備費及び開設に係る費用を助成した。　施設整備１施設、開
設準備２施設
・介護従事者の負担軽減につながる介護ロボットの導入に係る費用を助成した。8施設

担当課
予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

第6期介護保険事業計画に基づき、適正な施設整備を行っていく。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定

第6期介護保険事業計画に基づき、適正な施設整備を行っていく。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金 73,315 41,315 41,315

地域介護・福祉空間整備等補助金（介護ロボット導入） 6,975 6,975 6,975

査定額 説明

清徳会第２老人福祉施設整備費補助金（債務負担） 12,255 12,255 11,970 11,970 11,970 △ 285 11,685 Ｈ２９終了

一般財源 12,255 12,255 11,970 19,291

個票枝番 主な事業内容

11,685 11,685 △ 28511,970 △ 285 11,685

県費　（ 老人福祉施設整備事業費　10/10 73,315 41,315 41,315

6,975 6,975 6,975

特定財源

国費　（ 老人福祉施設整備事業費　10/10

12,255 12,255 11,970

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 11,700
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

11,685 11,685 11,685 △ 28599,581 60,260 48,005

目的 ・老人福祉施設の整備に対し助成を行い、高齢者福祉の充実を図る。 概要 ・介護保険施設の整備に対し、補助金を交付する。

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

事業名 31335 老人福祉施設整備費助成事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
1 4

3 3

1 6

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業実績

・老人デイサービスセンター、老人福祉センター、老人いこいの家の運営等　22施設の維持管理業務を
指定管理者へ委託　　利用者数64,530人
・上宝ディサービスセンター空調熱源機器更新ほか
・清見・一之宮福祉センター電話設備更新ほか

事業実績

・老人デイサービスセンター、老人福祉センター、老人いこいの家の運営等　22施設の維持管理業務を
指定管理者へ委託　　利用者数 69,280人
・一之宮ディサービスセンター空調熱源機器更新ほか
・丹生川福祉センター電話設備更新

担当課
予算要求
ポイント

・老人福祉施設の運営及び修繕に必要な経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・指定管理により事業効率化やコスト縮減等が図られており、民間に蓄積されたノウハウを活かした円滑
な運営によるサービスの提供や効率的な施設管理が今後も必要である。
・施設の老朽化により改修箇所が増加傾向にある。

評価等
・指定管理により事業効率化やコスト縮減等が図られており、民間に蓄積されたノウハウを活かした円滑
な運営によるサービスの提供や効率的な施設管理が今後も必要である。
・施設の老朽化により改修箇所が増加傾向にある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・指定管理業務のモニタリング調査や事業評価を実施する中で、円滑な運営によ
るサービスの提供や効率的な施設管理に努めている。
・整備計画に基づき、施設の改修を行う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H30完了予定

・指定管理業務のモニタリング調査や事業評価を実施する中で、円滑な運営によ
るサービスの提供や効率的な施設管理に努めている。
・整備計画に基づき、施設の改修を行う。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H29完了予定

査定額 説明

老人福祉施設の維持管理 103,436 102,556 115,196 122,196 113,955 11,399 120,617
久々野福祉センター空調熱源機器更新工事
朝日福祉センター給湯機器更新工事

一般財源 102,613 101,753 114,392 121,392

個票枝番 主な事業内容

804 823

118,612 118,612 4,220

10 804 804 804 0

113,132 11,379 119,813

県費　（ 特定財源

国費　（ 

103,436 102,566 115,196

その他（ 老人福祉センター使用料　等 823 813 804

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 106,800
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

120,617 119,416 119,416 4,220122,196 113,955 11,389

目的
・老人福祉施設を適切に運営及び維持管理することで、老人福祉施設利用者等の安全
快適な施設利用の促進を図る。

概要
・老人デイサービスセンター、老人福祉センター、老人いこいの家の運営、維持管理業務を指定管理者に委託
・施設の維持管理・改修、老朽化による備品更新

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 老人福祉費

市長公約
・市民が主役のまちづくりにおいては、高齢者世代（65歳以上）という呼称を「生涯
現役世代」という呼び方に改革し、様々な活躍の場を提供します。

款 民生費 個別分野 高齢者福祉

項 社会福祉費 施策概要 生涯現役世代としての活躍の場の創出

Ｈ31目標

事業名 31345 老人福祉施設管理事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

1 3

1 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 11100 一般管理費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 一般管理費

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 総務費 個別分野 高齢者福祉

項 総務管理費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・介護保険への理解を深め、介護保険事業の健全な運営を図る。 概要
・介護保険制度を周知するため「介護保険制度案内ちらし」を作成し、６５歳になった方に送付
・適正な給付管理と介護保険事業計画の進捗状況の把握
・介護保険事業計画の策定

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 8,350
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

9,805 8,053 8,053 △ 1,2679,320 8,260 907

特定財源

国費　（ 

8,532 7,353 9,320

その他（ 一般会計繰入金 8,532 7,353 9,320

県費　（ 

9,320 8,260

0 0 0

907 9,805 8,053 8,053 △ 1,267

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

事業実績

・介護保険に関する事業啓発の実施
・第６期介護保険事業計画の進捗管理
・介護保険システム機器の保守及び借上

　第１号被保険者（年度末）　27,758人

事業実績

・健康長寿ふれあいまちづくり推進委員会の開催（１回）
・介護保険に関する事業啓発の実施
・第６期介護保険事業計画の進捗管理
・第７期介護保険事業計画策定に向けたアンケートの実施（1,500人）
・介護保険システム機器の保守及び借上

　第１号被保険者（年度末）　28,099人

担当課
予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険制度案内チラシ等の作成により、被保険者への計画に対する理解を得ることに効果があっ
た。
・サービスが不足する地域への事業者の参入促進と施設に従事する介護職員の確保が必要である。

評価等

・介護保険制度案内チラシ等の作成により、被保険者への計画に対する理解を得ることに効果があっ
た。
・第７期介護保険事業計画の策定に向け、アンケートによるニーズ調査等を行った。
・サービスが不足する地域への事業者の参入促進と施設に従事する介護職員の確保が必要である。

財務部
査定の
考え方

・精算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・適正な事業運営を図るとともに、事務の効率化に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・適正な事業運営を図るとともに、事務の効率化に努める。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_8 9-11100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

1 3

2 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 12100 賦課徴収費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 賦課徴収費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 総務費 個別分野 高齢者福祉

項 徴収費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・介護保険料の賦課と徴収 概要 ・賦課、徴収に係る電算処理、各種通知書の作成

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 17,650
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

23,900 22,443 22,443 △ 4,01126,454 23,727 △ 437

特定財源

国費　（ 介護保険システム改修事業費　2/3 6,250 6,158 1,920

24,753 24,164 26,454

その他（ 一般会計繰入金　等 18,503 18,006 24,534

1,880

県費　（ 

1,920 466 △ 5,692 3,790 3,800 3,800

24,534 23,261

0 0 0

5,255 20,110 18,643 18,643 △ 5,891

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

賦課徴収事務費　等 14,553 13,861 14,554 14,554 13,713 △ 148 14,543

介護保険システム改修　他 10,200 10,303 11,900 11,900 10,014 △ 289 7,900

事業実績
・介護保険料の賦課及び徴収事務（収納率　９９．４％）
・マイナンバー制度等に伴う介護保険システムの改修

事業実績
・介護保険料の賦課及び徴収事務（収納率９９．５％）
・システム改修（マイナンバー制度対応、ブックタイプ納付書対応） 担当課

予算要求
ポイント

・平成30年度制度改正に伴う介護保険システムの改修

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・現年度保険料収納率はＨ31年度の目標値である98％を上回っている。
・普通徴収における未納者への対応が必要である。

評価等
・現年度保険料収納率はＨ31年度の目標値である98％を上回っている。
・普通徴収における未納者への督促状・催促状の送付や電話及び訪問による納付依頼を実施し、収納
率向上に努めた。 財務部

査定の
考え方

・精算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・引き続き、普通徴収の方の口座振替を推奨するとともに、電話催告等により納
入推奨に努める。　また、毎月送付するはがきタイプの納付書から仮・本算定通
知時に送付するブックタイプの納付書対応とし、対象者への利便性と納付率向上
に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・引き続き、普通徴収の方の口座振替を推奨するとともに、電話催告等により納
入推奨に努める。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_9 9-12100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

1 3

3 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 13100 介護認定審査会費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 介護認定審査会費

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 総務費 個別分野 高齢者福祉

項 認定費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・公平・公正でかつ迅速な介護認定審査の実施。 概要
・厚生労働省の定める一次判定ソフトにより出された一次判定を認定調査及び主治医意見書に基づいて総合的に判断し、認定
を行う。

新たに要介護（要支援）認定を受ける高齢者の平均年齢
男79.09
女81.15

男79.87
女81.88

男79
女82

要介護認定率 17.9％ 18.1％ 19.5％以下

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 49,150
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

44,103 43,915 43,915 △ 5,90849,823 42,750 △ 11

特定財源

国費　（ 

49,316 42,761 49,823

その他（ 一般会計繰入金　等 49,316 42,761 49,823

県費　（ 

49,823 42,750

0 0 0

△ 11 44,103 43,915 43,915 △ 5,908

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

介護認定審査会の運営 49,316 42,761 49,823 49,823 42,750 △ 11 44,103

事業実績
・介護認定審査会開催回数　　　　156回
・介護認定申請件数　　　　　　5,045件（うち、白川村からの受託分　89件）
・要介護（要支援）認定者数　　4,971人（年度末現在）

事業実績
・介護認定審査会開催回数　　　　156回
・介護認定申請件数　　　　　　5,013件（うち、白川村からの受託分　86件）
・要介護（要支援）認定者数　　5,077人（年度末現在） 担当課

予算要求
ポイント

・介護認定審査会の開催にかかる経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・介護保険法の規定に基づき、適正な介護認定審査を実施した。
・迅速な介護認定審査が実施できるよう、医療機関に対し審査会資料の早めの提出を促し、認定調査
員、医療機関と一層の連携を図る必要がある。
・審査会委員の疑義に迅速に対応し、合議体間で共有することで、更なる要介護認定の平準化を図るこ
とが可能になる。

評価等

・介護保険法の規定に基づき、適正な介護認定審査を実施した。
・迅速な介護認定審査が実施できるよう、医療機関に対し審査会資料の早めの提出を促し、認定調査
員、医療機関と一層の連携を図る必要がある。
・審査会委員の疑義に迅速に対応し、合議体間で共有することで、更なる要介護認定の平準化を図って
いる。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・公平・公正でかつ迅速な認定審査を実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・公平・公正でかつ迅速な認定審査を実施する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_10 9-13100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

1 3

3 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 13200 認定調査費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 認定調査費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 総務費 個別分野 高齢者福祉

項 認定費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・要介護状態を把握するための調査の適正な実施。 概要 ・厚生労働省の定める基準に従って、対象者の状態を把握するための７４項目の調査を実施する。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 21,850
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

18,654 17,230 17,230 △ 15217,382 16,142 △ 2,486

特定財源

国費　（ 

25,451 18,628 17,382

その他（ 一般会計繰入金 25,451 18,628 17,382

県費　（ 

17,382 16,142

0 0 0

△ 2,486 18,654 17,230 17,230 △ 152

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

認定調査 17,351 15,545 17,382 17,382 16,142 597 15,850

介護保険システム改修　他 8,100 3,083 1,380

事業実績
・介護認定申請件数　　　　　　5,045件（うち、白川村からの受託分　89件）
・要介護（要支援）認定者数　　4,971人（年度末現在）

事業実績
・介護認定申請件数　　　　　　5,013件（うち、白川村からの受託分　86件）
・要介護（要支援）認定者数　　5,077人（年度末現在） 担当課

予算要求
ポイント

・認定調査にかかる経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・介護保険法の規定に基づき、適正な認定調査を実施した。
・認定調査の一部を市内の居宅介護支援事業所に委託し、事務の効率化が図られた。
・市内の受託事業所の人材不足等により、委託件数の拡大には大変苦慮しているが、既存受託事業所
における件数拡大を図るとともに、新規受託事業所の開拓を行っていく必要がある。

評価等

・介護保険法の規定に基づき、適正な認定調査を実施した。
・認定調査の一部を市内の居宅介護支援事業所に委託し、事務の効率化が図られた。
・市内の受託事業所の人材不足等により、委託件数の拡大には大変苦慮しているが、既存受託事業所
における件数拡大を図るとともに、新規受託事業所の開拓を行っていく必要がある。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・既存受託事業所の委託件数拡大と新規受託事業所の開拓を図るとともに、認
定調査員のさらなる資質向上に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・既存受託事業所の委託件数拡大と新規受託事業所の開拓を図るとともに、認
定調査員のさらなる資質向上に努める。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_11 9-13200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

1 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21100 居宅介護サービス給付費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 居宅介護サービス給付費

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 介護サービス等諸費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要介護認定を受けた被保険者が在宅生活を継続できるよう、居宅介護サービスを利
用した際の利用者負担を除く居宅介護サービス費の給付を行う。

概要 ・在宅の要介護認定を受けた被保険者が利用した居宅介護サービス費を、国保連合会を通じてサービス提供事業者へ支払う。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 5,183,203
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

5,147,003 5,147,003 5,147,003 176,7004,970,303 4,570,388 18,401

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金（5/100） 1,190,475 1,125,876 1,229,675

4,812,903 4,551,987 4,970,303

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 3,008,066 2,845,476 3,106,440

43,675

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 614,362 580,635 634,188 634,188 583,164 2,529 656,776

1,229,675 1,130,597 4,721 1,273,350 1,273,350 1,273,350

656,776 656,776 22,588

3,106,440 2,856,627

0 0 0

11,151 3,216,877 3,216,877 3,216,877 110,437

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

居宅介護サービス給付費（特例含む） 3,691,001 3,460,999 3,258,001 3,258,001 3,174,620 △ 286,379 3,407,001

地域密着型介護サービス給付費（特例含む） 637,001 630,972 1,237,701 1,237,701 945,222 314,250 1,278,601

その他、介護サービス給付費 484,901 460,016 474,601 474,601 450,546 △ 9,470 461,401

事業実績

・給付実績
　　居宅介護サービス給付費　　　　　 75,434件
　　地域密着型介護サービス給付費　　3,864件
　　その他介護サービス給付費　　　　29,853件

事業実績

・給付実績
　　居宅介護サービス給付費　　　　　　　71,399件
　　地域密着型介護サービス給付費　　　　7,952件
　　その他介護サービス給付費　　　　　　29,250件

担当課
予算要求
ポイント

・要介護認定者の増加に伴う給付費の増
・施設整備に伴う地域密着型介護サービスの増

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・要介護認定を受けた被保険者の居宅介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・高齢者の増加に伴い介護サービスに係る給付費が年々増加しており、介護保険料の負担増加が懸念
される。

評価等

・要介護認定を受けた被保険者の居宅介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・高齢者の増加に伴い介護サービスに係る給付費が年々増加しており、介護保険料の負担増加が懸念
される。

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・第６期介護保険事業計画(平成２７年度から平成２９年度）に基づき、高齢者や
その家族が住み慣れた地域において安心して生活を継続できるよう施策を推進
し、高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者（自然増）に対応したサービ
スを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・第６期介護保険事業計画(平成２７年度から平成２９年度）にの策定を進める中
で、高齢者やその家族が住み慣れた地域において安心して生活を継続できるよ
う施策を推進し、高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者（自然増）に対
応したサービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_12 9-21100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

1 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21200 施設介護サービス給付費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 施設介護サービス給付費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 介護サービス等諸費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・施設入所をした要介護認定者の施設生活の充実を図ることを目的に、施設介護サー
ビスを利用した際の利用者負担を除く施設介護サービス費の給付を行う。

概要 ・要介護認定を受けた被保険者が利用した施設介護サービスを、国保連合会を通じてサービス提供事業者へ支払う。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 3,246,901
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

3,084,901 3,084,901 3,084,901 △ 100,7003,185,601 2,982,548 54,649

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 632,000 585,465 637,120

3,160,001 2,927,899 3,185,601

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 1,975,001 1,830,143 1,991,001

△ 20,140

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 553,000 512,291 557,480 557,480 521,834 9,543 539,857

637,120 596,395 10,930 616,980 616,980 616,980

539,857 539,857 △ 17,623

1,991,001 1,864,319

0 0 0

34,176 1,928,064 1,928,064 1,928,064 △ 62,937

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

施設介護サービス給付費負担金（特例含む） 3,160,001 2,927,899 3,185,601 3,185,601 2,982,548 54,649 3,084,901

事業実績

・給付実績
　介護老人福祉施設　　　　　5,616件　　  　1,380,758千円
　介護老人保健施設　　　　　5,283件　　 　 1,243,576千円
　介護療養型医療施設　　　　 825件　　　　　 303,565千円

事業実績

・給付実績
　　介護老人福祉施設　　　　　5,897件　　　1,460,926千円
　　介護老人保健施設　　　　　5,263件　　　1,227,081千円
　　介護療養型医療施設　　　　　802件　　　　294,541千円

担当課
予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・要介護認定を受けた被保険者の施設介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・特別養護老人ホームへの入所に関して、要介護度は低いが在宅生活が困難な方などへの対応が必要
である。

評価等

・要介護認定を受けた被保険者の施設介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・特別養護老人ホームへの入所に関して、要介護度は低いが在宅生活が困難な方などへの対応が必要
である。

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・特別養護老人ホームの入所の取り扱いについて、公平かつ適正な運営ができ
るよう事業者を指導していく。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・特別養護老人ホームの入所の取り扱いについて、公平かつ適正な運営ができ
るよう事業者を指導していく。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_13 9-21200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

2 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 22100 介護予防サービス給付費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 介護予防サービス給付費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 介護予防サービス等諸費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要支援認定を受けた被保険者が在宅生活を継続できるよう、介護予防サービスを利
用した際の利用者負担を除く介護予防サービス費の給付を行う。

概要 ・在宅の要支援認定を受けた被保険者が利用した介護予防サービス費を、国保連合会を通じてサービス提供事業者へ支払う。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 110,803
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

129,803 129,803 129,803 △ 28,300158,103 122,710 △ 196,378

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 86,901 79,489 39,326

349,403 319,088 158,103

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 218,377 199,430 98,814

△ 6,975

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 44,125 40,169 19,963 19,963 15,588 △ 24,581 16,325

39,326 30,458 △ 49,031 32,351 32,351 32,351

16,325 16,325 △ 3,638

98,814 76,664

0 0 0

△ 122,766 81,127 81,127 81,127 △ 17,687

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

介護予防サービス給付費負担金（特例含む） 296,201 261,985 104,001 104,001 84,991 △ 176,994 75,001

地域密着型介護予防サービス給付費負担金（特例含む） 11,201 10,048 26,301 26,301 7,776 △ 2,272 20,401

地域密着型介護予防サービス給付費負担金（特例含む） 42,001 47,056 27,801 27,801 29,944 △ 17,112 34,401

事業実績

・給付実績
　　介護予防サービス給付費　　　　　     　　 12,304件
　　地域密着型介護予防サービス給付費　　   　208件
　　その他介護予防サービス給付費　　　　 　　8,571件

事業実績

・給付実績
　　介護予防サービス給付費　　　　　　      　　5,620件
　　地域密着型介護予防サービス給付費　　   　159件
　　その他介護予防サービス給付費　　　　　 　4,510件

担当課
予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・要支援認定を受けた被保険者の居宅介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・高齢者の増加に伴い介護サービスに係る給付費が年々増加しており、介護保険料の負担増加が懸念
される。

評価等

・要支援認定を受けた被保険者の居宅介護サービスの利用に対し、国が定めた報酬に基づき給付を
行った。
・高齢者の増加に伴い介護サービスに係る給付費が年々増加しており、介護保険料の負担増加が懸念
される。

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・第６期介護保険事業計画(平成２７年度から平成２９年度）に基づき、高齢者や
その家族が住み慣れた地域において安心して生活を継続できるよう施策を推進
し、高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者（自然増）に対応したサービ
スを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・第６期介護保険事業計画(平成２７年度から平成２９年度）の策定を進める中
で、高齢者やその家族が住み慣れた地域において安心して生活を継続できるよ
う施策を推進し、高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者（自然増）に対
応したサービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_14 9-22100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

3 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 23100 審査支払手数料 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 審査支払手数料

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 その他諸費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・国保連合会が審査及び給付費の支払いを行うことで、公平な審査基準により適正な
給付費の支払いが行われ、保険者の事務の効率の向上及び軽減が図られる。

概要 ・国保連合会が行う介護報酬の請求の審査及び支払い業務の手数料

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 11,137
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

10,500 10,500 10,500 010,500 7,130 △ 2,505

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 2,500 2,408 2,625

10,000 9,635 10,500

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 6,250 6,023 6,563

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 1,250 1,204 1,312 1,312 891 △ 313 1,312

2,625 1,782 △ 626 2,625 2,625 2,625

1,312 1,312 0

6,563 4,457

0 0 0

△ 1,566 6,563 6,563 6,563 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

審査支払手数料 10,000 9,635 10,500 10,500 7,130 △ 2,505 10,500

事業実績 ・審査件数　　141,338件 事業実績 ・審査件数　　130,287件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法により国民健康保険団体連合会が行うこととされており、事務の効率化及び軽減が図られ
ている。

評価等
・介護保険法により国民健康保険団体連合会が行うこととされており、事務の効率化及び軽減が図られ
ている。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・審査件数に応じた手数料を適正に支払う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・審査件数に応じた手数料を適正に支払う。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_15 9-23100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

4 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 24100 高額介護サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 高額介護サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 高額介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要介護認定者の介護サービス利用に係る高額となった自己負担額を助成することに
より、金銭的負担の軽減、介護サービスの利用継続を図り生活の支援を行う。

概要 ・介護保険のサービスを利用した際、自己負担額が一定の基準額を超えた場合に超過額をサービス利用者に支給

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 155,919
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

180,000 180,000 180,000 0180,000 141,686 12,878

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 35,000 32,193 45,000

140,000 128,808 180,000

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 87,500 80,519 112,500

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 17,500 16,096 22,500 22,500 17,710 1,614 22,500

45,000 35,419 3,226 45,000 45,000 45,000

22,500 22,500 0

112,500 88,557

0 0 0

8,038 112,500 112,500 112,500 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

高額介護サービス費負担金 140,000 128,808 180,000 180,000 141,686 12,878 180,000

事業実績 ・自己負担額が高額となった要介護認定者に償還　　12,882件 事業実績 ・自己負担額が高額となった要介護認定者に償還　　12,884件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額介護サービス費の支給を行った。
・介護サービス給付費の増加に伴い、高額介護サービス費も増加しており、介護保険料の負担増加が懸
念される。

評価等
・介護保険法の規程に基づき、適切な高額介護サービス費の支給を行った。
・介護サービス給付費の増加に伴い、高額介護サービス費も増加しており、介護保険料の負担増加が懸
念される。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_16 9-24100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

4 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 24200 高額介護予防サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 高額介護予防サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 高額介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要支援認定者の介護サービス利用に係る高額となった自己負担額を助成することに
より、金銭的負担の軽減、介護サービスの利用継続を図り生活の支援を行う。

概要 ・介護保険のサービスを利用した際、自己負担額が一定の基準額を超えた場合に超過額を支給

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 557
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

600 600 600 0600 116 △ 53

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 125 42 150

500 169 600

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 313 106 375

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 62 21 75 75 15 △ 6 75

150 29 △ 13 150 150 150

75 75 0

375 72

0 0 0

△ 34 375 375 375 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

高額介護予防サービス費負担金 500 169 600 600 600

事業実績 ・自己負担額が高額となった要支援認定者に償還　　167件 事業実績 ・自己負担額が高額となった要支援認定者に償還　　77件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額介護予防サービス費の支給を行った。
・介護サービス給付費の増加に伴い、高額介護予防サービス費も増加が見込まれ、それに伴い介護保
険料の負担増加が懸念される。

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額介護予防サービス費の支給を行った。
・介護サービス給付費の増加に伴い、高額介護予防サービス費も増加が見込まれ、それに伴い介護保
険料の負担増加が懸念される。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_17 9-24200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

5 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 25100 高額医療合算介護サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 高額医療合算介護サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 高額医療合算介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・介護保険と医療保険、それぞれの自己負担の合計金額が大きい世帯に対して費用
負担の軽減を図り生活の支援を行う。

概要
・各医療保険における同一世帯内で、１年間の介護及び医療両制度における自己負担の合計額が高額となった場合に一定の
上限額を超える部分について超過額を支給

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 30,181
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

30,400 30,400 30,400 030,400 21,668 2,165

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 6,775 4,874 7,600

27,100 19,503 30,400

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 16,938 12,192 19,000

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 3,387 2,437 3,800 3,800 2,708 271 3,800

7,600 5,417 543 7,600 7,600 7,600

3,800 3,800 0

19,000 13,543

0 0 0

1,351 19,000 19,000 19,000 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

高額医療合算介護サービス費負担金 27,100 19,503 30,400 30,400 21,668 2,165 30,400

事業実績 ・介護と医療の自己負担額の合計が大きい世帯の要介護認定者に償還　　703件 事業実績 ・介護と医療の自己負担額の合計が大きい世帯の要介護認定者に償還　　718件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額医療合算介護サービス費の支給を行った。
・国保世帯及び後期高齢者医療世帯は、市民課より申請勧奨が行われているが、その他の健康保険に
ついては自己申請であるため、加入医療保険によって対応に差がある。

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額医療合算介護サービス費の支給を行った。
・国保世帯及び後期高齢者医療世帯は、市民課より申請勧奨が行われているが、その他の健康保険に
ついては自己申請であるため、加入医療保険によって対応に差がある。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_18 9-25100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

5 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 25200 高額医療合算介護予防サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 高額医療合算介護予防サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 高額医療合算介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・介護保険と医療保険、それぞれの自己負担の合計金額が大きい世帯に対して費用
負担の軽減を図る。

概要
・各医療保険における世帯内で、１年間の介護及び医療両制度における自己負担の合計額が著しく高額となった場合に一定の
上限額を超える部分について超過額を支給

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 446
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,300 1,300 1,300 01,300 181 △ 28

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 100 52 325

400 209 1,300

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 250 131 813

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 50 26 162 162 23 △ 3 162

325 45 △ 7 325 325 325

162 162 0

813 113

0 0 0

△ 18 813 813 813 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

高額医療合算介護予防サービス費負担金 400 209 1,300 1,300 181 △ 28 1,300

事業実績 ・介護と医療の自己負担額の合計が大きい世帯の要支援認定者に償還　　16件 事業実績 ・介護と医療の自己負担額の合計が大きい世帯の要支援認定者に償還　　18件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額医療合算介護予防サービス費の支給を行った。
・国保世帯及び後期高齢者医療世帯は、市民課より申請勧奨が行われているが、その他の健康保険に
ついては自己申請であるため、加入医療保険によって対応に差がある。

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な高額医療合算介護予防サービス費の支給を行った。
・国保世帯及び後期高齢者医療世帯は、市民課より申請勧奨が行われているが、その他の健康保険に
ついては自己申請であるため、加入医療保険によって対応に差がある。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_19 9-25200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

6 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 26100 特定入所者介護サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 特定入所者介護サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 特定入所者介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・介護保険施設入所者及び短期入所サービス利用者のうち、低所得者への居住費・食
費の自己負担額に対し費用負担の軽減を図る。

概要
・介護保険施設入所者及び短期入所サービス利用者の方で、利用者負担段階低所得者に該当する方は、居住費・食費につい
て基準費用額から所得に応じた負担限度額を差し引いた金額を支給。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 316,295
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

307,001 307,001 307,001 0307,001 257,199 △ 791

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 57,850 52,519 62,600

284,001 257,990 307,001

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 177,501 161,263 191,876

△ 100

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 48,650 44,208 52,525 52,525 43,850 △ 358 52,625

62,600 52,582 63 62,500 62,500 62,500

52,625 52,625 100

191,876 160,767

0 0 0

△ 496 191,876 191,876 191,876 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

特定入所者介護サービス費負担金 284,001 257,990 307,001 307,001 257,199 △ 791 307,001

事業実績 ・費用負担軽減件数及び軽減額　　　8,113件 事業実績 ・費用負担軽減件数及び軽減額　　　8,164件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な特定入所者介護サービス費の支給を行った。
・介護保険制度の改正による新たな判定基準（非課税年金の勘案）の追加により、申請手続き及び事務
の煩雑化が懸念される。

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な特定入所者介護サービス費の支給を行った。
・介護保険制度の改正による新たな判定基準（非課税年金の勘案）が追加されたが、適切に事務を行う
ことができた。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・公正な認定事務を行い適切なサービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・公正な認定事務を行い適切なサービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_20 9-26100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

2 3

6 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 26200 特定入所者介護予防サービス費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 特定入所者介護予防サービス費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 保険給付費 個別分野 高齢者福祉

項 特定入所者介護サービス等費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・短期入所サービス利用者のうち、低所得者への居住費・食費の自己負担額に対し費
用負担の軽減を図る。

概要
・短期入所サービス利用者の方で、利用者負担段階低所得者に該当する方は、居住費・食費について基準費用額から所得に
応じた負担限度を差し引いた金額を支給。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 558
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

501 501 501 0501 181 △ 53

特定財源

国費　（ 介護給付費負担金（15/100、20/100）、調整交付金 125 59 125

501 234 501

その他（ 保険料（22/100）、支払基金交付金（28/100）、一般会計繰入金　等 313 146 313

0

県費　（ 介護給付費負担金（12.5/100、17.5/100） 63 29 63 63 23 △ 6 63

125 45 △ 14 125 125 125

63 63 0

313 113

0 0 0

△ 33 313 313 313 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

特定入所者介護予防サービス費負担金 501 234 501 501 181 △ 53 501

事業実績 ・費用負担軽減件数及び軽減額　　　35件 事業実績 ・費用負担軽減件数及び軽減額　　　31件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な特定入所者介護予防サービス費の支給を行った。
・介護保険制度の改正による新たな判定基準（非課税年金の勘案）の追加により、申請手続き及び事務
の煩雑化が懸念される。

評価等
・介護保険法の規定に基づき、適切な特定入所者介護予防サービス費の支給を行った。
・介護保険制度の改正による新たな判定基準（非課税年金の勘案）が追加されたが、適切に事務を行う
ことができた。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・公正な認定事務を行い適切なサービスを提供する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・公正な認定事務を行い適切なサービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_21 9-26200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

1 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 41110 介護予防・生活支援サービス事業費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 介護予防・生活支援サービス事業費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 介護予防・生活支援サービス事業費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要介護状態になる恐れのある高齢者に対しサービスを提供することにより要介護状態
になることを予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支援
する。

概要

要介護状態になるおそれのある高齢者等に対し各種サービスを実施
・介護予防・生活支援サービス
・通所型サービス
・訪問型サービス

要介護認定率 17.9％ 18.1％ 19.5％以下

通所型介護予防教室参加延べ人数 7,486人 7,057人 12,000人

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 291,870
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

250,257 250,275 250,275 18,260232,015 224,851 224,851

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　25/100　他 57,129

0 0 232,015

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 146,322

4,574

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　12.5/100　他 28,564 28,564 27,660 27,660 30,807

57,129 51,651 51,651 61,614 61,703 61,703

30,852 30,852 2,288

146,322 145,540

△ 1 △ 1 △ 1

145,540 157,836 157,721 157,721 11,399

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

介護予防・生活支援サービス 196,400 196,400 190,320 190,320 215,200

通所型介護予防事業（にこにこ教室） 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

事業実績 事業実績

・通所型サービスＡ事業：通所による介護予防教室（にこにこ教室）を送迎付きで実施　延べ参加者数
7,057人
・訪問型サービスＡ事業：半年ごとに利用者の状況を見直ししながら、サービスを必要とする虚弱な高齢
者にヘルパーを派遣　延べ利用者数352人
・要支援及びチェックリスト該当者に対し、予防給付相当サービスを実施　延べ8,468人

担当課
予算要求
ポイント

・介護予防・生活支援サービスの利用者の増加による事業費の増

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内容の見直しを行い事業
を継続する。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全性の確保が必要であり、
開催場所、スタッフ及び車両等、必要に応じて対応する。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内
容の見直しを行い事業を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室への参加
を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全
性の確保が必要であり、開催場所、スタッフ及び車両等、必要に応じて対応す
る。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_22 9-41110 



主要事業個票（平成29年度予算、平成28年度決算）

☑ □ 9

□ □ 4

□ 1

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H27決算（Do・Check）　H28.8時点 （千円） [参考] H28当初予算(Action)　H28.3時点 （千円） H28決算（Do・Check）　H29.8時点 （千円） H29当初予算（Action）　H29.3時点 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H28完了 H29完了

[事業内容]

・通所型サービスＡ事業：通所による介護予防教室（にこにこ教室）を送
迎付きで実施
・訪問型サービスＡ事業：半年ごとに利用者の状況を見直ししながら、
サービスを必要とする虚弱な高齢者にヘルパーを派遣
・介護予防給付相当サービス：要支援認定者に対する訪問介護サービス
及び通所介護サービス

[事業実績]
・通所型サービスＡ事業　延べ参加者数　7,057人
・訪問型サービスＡ事業　延べ利用者数　　352人
・介護予防給付相当サービス事業　延べ8,468件

[事業評価]
・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあ
わせた内容の見直しを行い事業を継続する。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層
の安全性の確保が必要であり、開催場所、スタッフ及び車両等、必要に
応じて対応する。

[事業内容]

・通所型サービスＡ事業：通所による介護予防教室（にこにこ教室）を送
迎付きで実施
・訪問型サービスＡ事業：半年ごとに利用者の状況を見直ししながら、
サービスを必要とする虚弱な高齢者にヘルパーを派遣
・介護予防給付相当サービス：要支援認定者に対する訪問介護サービス
及び通所介護サービス

[スケジュール]

・通年（半年ごとに利用者の状況確認）

[スケジュール]

・通年（半年ごとに利用者の状況確認）

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H29完了予定 H30完了予定

・高年者台帳等により把握され
た虚弱な高齢者に対して介護
予防教室への参加を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広
く、身体レベルも異なることか
ら、より一層の安全性の確保が
必要であり、開催場所、スタッフ
及び車両等、必要に応じて対応
する。

維持・改善

拡大 拡大

18,260

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 232,015 対前年度増減額（決算） 224,851

決算額 決算額 224,851

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初 232,015

繰越

主な経費
・訪問型サービス事業　　　　1,000
・通所型サービス事業　　　34,000
・介護予防・生活支援サービス事業負担金　194,000

繰越

最終 最終 232,015

目的
要介護状態になる恐れのある高齢者に対しサービスを提供することにより要介護状態になること
を予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支援する。

概要

要介護状態になるおそれのある高齢者等に対し各種サービスを実施
・介護予防・生活支援サービス
・通所サービス（委託）
・訪問サービス（委託）

予算額

当初 予算額 当初 232,015 予算額 当初 250,275

主な経費
・訪問型サービス事業　　　　　600
・通所型サービス事業　　　34,000
・介護予防・生活支援サービス事業負担金　215,200

内線 2953

目 介護予防・生活支援サービス事業費 作成年月 H29.8

介護予防・生活支援サービス事業費
枝番・内容

その他重要事業 項

事業名 41110 介護予防・生活支援サービス事業費

区分

H28新規 H29新規

予算

会計 介護保険事業特別会計
担当課 福祉部　高年介護課

H28拡充 H29拡充 款 地域支援事業費
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

1 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 41210 介護予防ケアマネジメント事業費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 介護予防ケアマネジメント事業費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 介護予防・生活支援サービス事業費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・要介護状態になる恐れのある高齢者に対し、サービスを提供することにより要介護状
態になることを予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支
援する。

概要 ・介護予防ケアマネジメント事業により、適切な介護予防計画を作成する。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 39,830
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

32,446 32,400 32,400 1,90030,500 28,454 28,454

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　25/100　他 7,625

0 0 30,500

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 19,062

475

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　12.5/100　他 3,813 3,813 3,550 3,550 4,056

7,625 6,630 6,630 8,111 8,100 8,100

4,050 4,050 237

19,062 18,274

0 0 0

18,274 20,279 20,250 20,250 1,188

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

介護予防ケアマネジメント事業 30,500 30,500 28,454 28,454 32,400

事業実績 事業実績 ・介護予防ケアマネジメント件数　　7,087件
担当課

予算要求
ポイント

・介護予防・生活支援サービスの利用増加に伴う事業費の増

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等 ・介護保険法の規定に基づき、適切な介護予防ケアマネジメントの支給を行った。
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及びサービス利用者の増加（自然増）に対応した
サービスを提供する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

・改正後の地域支援事業所年度実績の検証と対応の検討
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主要事業個票（平成29年度予算、平成28年度決算）

☑ □ 9

□ □ 4

□ 1

□ 2

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H27決算（Do・Check）　H28.8時点 （千円） [参考] H28当初予算(Action)　H28.3時点 （千円） H28決算（Do・Check）　H29.8時点 （千円） H29当初予算（Action）　H29.3時点 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H28完了 H29完了

[事業内容]

・要支援者及び基本チェックリスト該当者に対する介護予防計画の作成

[事業実績]
・介護予防ケアマネジメント件数　　7,087件

[評価]
・介護保険法の規定に基づき、適切な介護予防ケアマネジメントの支給
を行った。

[事業内容]

・要支援者及び基本チェックリスト該当者に対する介護予防計画の作成

[スケジュール]

・通年

[スケジュール]

・通年

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H29完了予定 H30完了予定

・高齢者の増加に伴う認定者及
びサービス利用者の増加（自然
増）に対応したサービスを提供
する。

維持・改善

拡大 拡大

1,900

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 30,500 対前年度増減額（決算） 28,454

決算額 決算額 28,454

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初 30,500

繰越

主な経費 ・介護予防ケアマネジメント事業費　　30,500千円

繰越

最終 最終 30,500

目的
・要介護状態になる恐れののある高齢者に対し、サービスを提供することにより要介護状態になる
ことを予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支援する。

概要 介護予防ケアマネジメント事業により、適切な介護予防計画を作成する。

予算額

当初 予算額 当初 30,500 予算額 当初 32,400

主な経費 ・介護予防ケアマネジメント事業費

内線 2953

目 介護予防ケアマネジメント事業費 作成年月 H29.8

介護予防・生活支援サービス事業費
枝番・内容 1 介護予防ケアマネジメント事業

その他重要事業 項

事業名 41210 介護予防ケアマネジメント事業費

区分

H28新規 H29新規

予算

会計 介護保険事業特別会計
担当課 福祉部　高年介護課

H28拡充 H29拡充 款 地域支援事業費
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事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

2 3

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

1

2

3

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 42110 一般介護予防事業費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 一般介護予防事業費

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 一般介護予防事業費 施策概要 介護予防の推進

Ｈ31目標

目的
・要介護状態になる恐れのある高齢者等に対し、健康教室などの開催を行うなどにより
要介護状態になることを予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができ
るよう支援する。

概要

・指定する施設に短期入所し、日常生活に対する指導・支援を実施
・元気な高齢者を対象に高齢者健康教室（ひざ腰元気教室、自主活動支援）を実施
・民生児童委員による高年者台帳の確認の際に虚弱な高齢者を把握
・「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機能障がいの早期発見につなげる。

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 43,500
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

37,868 37,550 37,550 △ 3,70041,250 38,382 △ 155

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　25/100　他 11,553 9,483 10,313

41,250 38,537 41,250

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 23,921 24,313 25,781

△ 926

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　12.5/100　他 5,776 4,741 5,156 5,156 4,792 51 4,728

10,313 8,184 △ 1,299 9,457 9,387 9,387

4,693 4,693 △ 463

25,781 25,406

0 0 0

1,093 23,683 23,470 23,470 △ 2,311

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

高齢者健康教室 37,930 37,930 40,050 40,050 37,660 △ 270 36,750

生活管理指導短期宿泊 380 11 400 400 42 31 一般会計へ移行

介護予防対象者の把握 870 596 800 800 680 84 800

事業実績

・指定する施設に短期入所し、日常生活に対する指導・支援を実施　　参加者数8,356人
・高齢者健康教室（ひざ腰元気教室）や自主活動の支援の実施。空き店舗を活用した「よって館」の運営
委託　　参加者数13,142人
・民生児童委員による高年者台帳の確認の際に虚弱な高齢者を把握、ハイリスクな方への訪問を実施
・「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機能障がいの疑いのある方に、介護予防教室への参加を促
した。　参加者

事業実績

・指定する施設に短期入所し、日常生活に対する指導・支援を実施　　参加者数9,507人
・高齢者健康教室（ひざ腰元気教室）や自主活動の支援の実施。空き店舗を活用した「よって館」の運営
委託　　参加者数12,970人
・民生児童委員による高年者台帳の確認の際に虚弱な高齢者を把握、ハイリスクな方への訪問を実施
・「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機能障がいの疑いのある方に、介護予防教室への参加を促
した。　　参加者447人

担当課
予算要求
ポイント

・高齢者健康教室の事業内容の見直し

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内容の見直しを行い事業
を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室への参加を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全性の確保が必要であり、
開催場所、スタッフ等、必要に応じて対応する。

評価等

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内容の見直しを行い事業
を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室への参加を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全性の確保が必要であり、
開催場所、スタッフ等、必要に応じて対応する。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内
容の見直しを行い事業を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室への参加
を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全
性の確保が必要であり、開催場所、スタッフ等、必要に応じて対応する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあわせた内
容の見直しを行い事業を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室への参加
を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層の安全
性の確保が必要であり、開催場所、スタッフ等、必要に応じて対応する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_26 9-42110



主要事業個票（平成29年度予算、平成28年度決算）

☑ □ 9

□ □ 4

□ 2

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H27決算（Do・Check）　H28.8時点 （千円） [参考] H28当初予算(Action)　H28.3時点 （千円） H28決算（Do・Check）　H29.8時点 （千円） H29当初予算（Action）　H29.3時点 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H28完了 H29完了

[事業内容]

・短期宿泊：指定する施設に短期入所し、日常生活に対する指導・支援を
実施
・高齢者健康教室：高齢者健康教室（ひざ腰元気教室）や自主活動の支
援の実施。空き店舗を活用した「よって館」の運営委託
・介護予防対象者把握：民生児童委員による高年者台帳の確認の際に
虚弱な高齢者を把握、ハイリスクな方への訪問を実施
・軽度認知症対象者把握：「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機
能障がいの疑いのある方に、介護予防教室への参加を促した。

[事業内容]

・短期宿泊　延べ利用日数　11日
・高齢者健康教室　　延べ利用者数　22,477人
・介護予防対象者把握（あたまの健康チェック含む）　447人

[事業評価]

・介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業にあ
わせた内容の見直しを行い事業を継続する。
・高年者台帳等により把握された虚弱な高齢者に対して介護予防教室へ
の参加を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広く、身体レベルも異なることから、より一層
の安全性の確保が必要であり、開催場所、スタッフ等、必要に応じて対応
する。

[事業内容]

・高齢者健康教室：高齢者健康教室（ひざ腰元気教室）や自主活動の支
援の実施。空き店舗を活用した「よって館」の運営委託
・介護予防対象者把握：民生児童委員による高年者台帳の確認の際に
虚弱な高齢者を把握、ハイリスクな方への訪問を実施
・軽度認知症対象者把握：「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機
能障がいの疑いのある方に、介護予防教室への参加を促した。

[スケジュール]

・通年

[スケジュール]

・通年

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H29完了予定 H30完了予定

・介護保険制度の改正に伴い、
介護予防・日常生活支援総合
事業にあわせた内容の見直し
を行い事業を継続する。
・高年者台帳等により把握され
た虚弱な高齢者に対して介護
予防教室への参加を促す。
・教室の対象者は、年代も幅広
く、身体レベルも異なることか

維持・改善

拡大 拡大

△ 3,700

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 41,250 対前年度増減額（決算） 37,660

決算額 決算額 37,660

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初 41,250

繰越

主な経費
・高齢者健康教室事業費　36,750
・介護予防対象者把握事業　 800

繰越

最終 最終 41,250

目的
要介護状態になる恐れのある高齢者等に対し、健康教室などの開催を行うなどにより要介護状態
になることを予防し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支援する。

概要

短期宿泊：指定する施設に短期入所し、日常生活に対する指導・支援を実施
高齢者健康教室：元気な高齢者を対象に高齢者健康教室（ひざ腰元気教室、自主活動支援）を実施
介護予防対象者把握：民生児童委員による高年者台帳の確認の際に虚弱な高齢者を把握
軽度認知症対象者把握：「あたまの健康チェック」を行い、軽度認知機能障がいの早期発見につなげる

予算額

当初 予算額 当初 41,250 予算額 当初 37,550

主な経費
・高齢者健康教室事業費　36,750
・介護予防対象者把握事業　 800

内線 2953

目 一般介護予防事業費 作成年月 H29.8

一般介護予防事業費
枝番・内容

その他重要事業 項

事業名 42110 一般会介護予防事業費

区分

H28新規 H29新規

予算

会計 介護保険事業特別会計
担当課 福祉部　高年介護課

H28拡充 H29拡充 款 地域支援事業費

16_高年介護課_27 9-42110-1



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

3 2

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎

◎

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ □

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 43100 包括的支援事業費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 包括的支援事業

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 包括的支援事業・任意事業 施策概要 地域包括ケアシステムの構築

Ｈ31目標

目的 ・地域住民の保険医療の向上及び福祉を増進する。 概要

・高齢者の総合相談
・地域ケア会議の開催
・認知症の初期集中支援
・生活支援体制の整備

市民による認知症サポーター養成講座受講者の割合 5％ 5％ 5％

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 110,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

98,014 96,841 96,841 12,28384,558 83,768 321

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　39/100　他 32,664 23,840 32,978

83,754 83,447 84,558

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 34,758 47,687 35,091

3,814

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　19.5/100　他 16,332 11,920 16,489 16,489 16,335 4,415 21,125

32,978 32,670 8,830 37,250 36,792 36,792

20,896 20,896 4,407

35,091 34,763

0 0 0

△ 12,924 39,639 39,153 39,153 4,062

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

地域包括支援センター業務委託 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 0 81,500

認知症施策に対する支援 790 790 134 134 1,490

在宅医療・介護連携 2,500 在宅医療・介護連携コーディネータの設置

生活支援体制の整備 154 154 100 100 6,000 生活支援コーディネータの設置

事業実績
・高齢者の総合相談延べ件数　23,429件
・地域ケア会議の開催　62回 事業実績

・高齢者の総合相談延べ件数　24,968件
・地域ケア会議の開催　70回 担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 ・福祉サービス総合相談支援センターの効果的な運用を図り、地域包括ケアシステムの構築に努める。 評価等 ・福祉サービス総合相談支援センターの効果的な運用を図り、地域包括ケアシステムの構築に努める。
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・福祉サービス総合相談支援センターの効果的な運用を図り、地域包括ケアシス
テムの構築に努める。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・福祉サービス総合相談支援センターの効果的な運用を図り、地域包括ケアシス
テムの構築に努める。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_28 9-43100



主要事業個票（平成29年度予算、平成28年度決算）

□ □ 9

☑ □ 4

□ 3

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H27決算（Do・Check）　H28.8時点 （千円） [参考] H28当初予算(Action)　H28.3時点 （千円） H28決算（Do・Check）　H29.8時点 （千円） H29当初予算（Action）　H29.3時点 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ □

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H28完了 H29完了

[事業内容]

・地域包括支援センター業務を高山市社会福祉協議会へ委託
・支所へブランチを設置
・総合相談件数：23,429件

[事業評価]

[事業内容]

・地域包括支援センター業務を高山市社会福祉協議会へ委託
・支所へブランチを設置
・24時間体制で緊急時の相談業務に対応するため、携帯電話を配備

・認知症初期集中チームの立ち上げ

[事業内容]

・地域包括支援センター業務を高山市社会福祉協議会へ委託
・支所へブランチを設置
・24時間体制で緊急時の相談業務に対応するため、携帯電話を配備

・認知症初期集中チームの立ち上げ

[事業内容]

・地域包括支援センター業務を高山市社会福祉協議会へ委託
・支所へブランチを設置
・24時間体制で緊急時の相談業務に対応するため、携帯電話を配備

・認知症初期集中チームの運営

・在宅医療サポートセンターの設置（Ｈ２９新規）

・生活支援体制整備事業（Ｈ２９新規）

[スケジュール]

・Ｈ２８．４～携帯電話を配備

[スケジュール]

次年度以降
の考え方
(担当課)

・福祉サービス総合相談支援セ
ンターの効果的な運用を図り、
地域包括ケアシステムの構築
に努める。

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H29完了予定 H30完了予定

・福祉サービス総合相談支援セ
ンターの効果的な運用を図り、
地域包括ケアシステムの構築
に努める。

維持・改善

拡大 拡大

12,253

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 1,141 対前年度増減額（決算） 83,768

決算額 決算額 83,768

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初 84,558

繰越

主な経費

・地域包括支援センター委託料　81,500
・地域包括ケアシステム保守及び賃借料　1,960

・認知症推進事業　790

繰越

最終 83,447 最終 84,558

目的 地域住民の保険医療の向上及び福祉を増進する。 概要
・高齢者の総合相談
・地域ケア会議の開催
・認知症初期集中支援

予算額

当初 83,447 予算額 当初 84,588 予算額 当初 96,841

主な経費

・地域包括支援センター委託料　81,500
・地域包括ケアシステム保守及び賃借料　4,890
・認知症推進事業　1,490
・在宅医療サポートセンター委託料　2,500
・生活支援体制整備事業　6,000

内線 2953

目 包括的支援事業 作成年月 H29.8

包括的支援事業・任意事業
枝番・内容

その他重要事業 項

事業名 43110
包括的支援事業
（包括支援センター運営事業）

区分

H28新規 H29新規

予算

会計 介護保険事業特別会計
担当課 福祉部　高年介護課

H28拡充 H29拡充 款 地域支援事業費

16_高年介護課_29 9-43100-1



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

3 1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

1

2

3

4

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 43200 在宅介護支援事業費 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2953 目 任意事業費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 包括的支援事業・任意事業費 施策概要 住み慣れた地域での生活の支援

Ｈ31目標

目的
・住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするた
め、地域の実情に応じた必要な支援を行う。

概要

・在宅で寝たきりや認知症高齢者を介護している家族に対し、オムツ等の購入に対する費用の一部を助成
・認知症の高齢者の位置を確認できる小型端末機を貸与
・成年後見の申立てができない高齢者について市長申立てを実施
・24時間体制で緊急時に対応するため、ひとり暮らしの高齢者等宅に緊急通報装置を設置
・特別食が必要な家庭の支援が得られない世帯に食事を配達
・介護保険によるサービスを利用せず介護度4・5の高齢者を在宅で6か月以上介護されている方に、月額1万円を支給

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 108,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

69,594 92,810 92,810 1,85090,960 51,351 △ 15,925

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　39/100　他 30,048 7,098 32,194

85,460 67,276 90,960

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 31,974 50,454 34,255

722

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　19.5/100　他 15,024 3,549 16,097 16,097 8,903 5,354 11,929

32,194 17,806 10,708 23,859 32,916 32,916

16,458 16,458 361

34,255 18,947

0 0 △ 8,414

△ 31,507 33,806 43,436 43,436 9,181

5,695 △ 480 0一般財源 8,414 6,175 8,414 8,414

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

家族介護用品等給付事業、介護者慰労金支給 60,000 47,900 6,000 6,000 30,883 △ 17,017 59,700

徘徊高齢者探索・緊急通報システム 7,800 7,223 13,300 13,300 9,192 1,969 12,300

成年後見制度の利用促進 440 0 440 440 6 6 740

高齢者　配食サービス 17,000 12,153 17,000 17,000 11,270 △ 883 17,000

事業実績

・寝たきりなどの高齢者を自宅で介護されている方に対しおむつなどの介護用品の購入助成券を交付
交付者157人
・認知症の高齢者の位置を確認できるＧＰＳ機能付き小型端末機を貸与　　人
・ひとり暮らしの高齢者等宅に緊急通報装置を設置　　設置者552人
・特別食を必要とする高齢者等に配食すると同時に安否確認を実施　99人
・介護度4・5の高齢者を在宅で6か月以上介護されている受給対象者に、月額1万円の介護者慰労金を
支給

事業実績

・寝たきりなどの高齢者を自宅で介護されている方に対しおむつなどの介護用品の購入助成券を交付
交付者551人
・認知症の高齢者の位置を確認できるＧＰＳ機能付き小型端末機を貸与　　人
・ひとり暮らしの高齢者等宅に緊急通報装置を設置　　設置者486人
・特別食を必要とする高齢者等に配食すると同時に安否確認を実施　96人
・介護度4・5の高齢者を在宅で6か月以上介護されている受給対象者に、月額1万円の介護者慰労金を
支給

担当課
予算要求
ポイント

・高齢者を在宅で介護する世帯への支援に係る経費を計上

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 ・今後も在宅介護が増えることから継続していく。 評価等 ・今後も在宅介護が増えることから継続していく。
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・今後も在宅介護が増えることから事業を継続していく。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・今後も在宅介護が増えることから事業を継続していく。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_30 9-43200



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

4 3

4 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 44100 審査支払手数料 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 審査支払手数料

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 地域支援事業費 個別分野 高齢者福祉

項 その他諸費 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的
・国保連合会が審査及び事業費の支払いを行うことで、公平な審査基準により適正な
事業費の支払いが行われ、保険者の事務の効率の向上及び軽減が図られる。

概要 ・国保連合会が行う介護予防・日常生活支援総合事業の請求の審査及び支払い業務の手数料

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額 1,800
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,300 1,300 1,300 01,300 1,052 1,052

特定財源

国費　（ 現年度地域支援事業交付金　25/100　他 325

0 0 1,300

その他（ 一般会計繰入金、地域支援事業雑入　他 813

0

県費　（ 現年度地域支援事業交付金　25/100　他 162 162 132 132 162

325 263 263 325 325 325

162 162 0

813 657

0 0 0

657 813 813 813 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

審査支払手数料 1,300 1,300 1,052 1,052 1,300

事業実績 事業実績 ・審査件数　　15,473件
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等
・介護保険法により国民健康保険団体連合会が行うこととされており、事務の効率化及び軽減が図られ
ている。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・審査件数に応じた手数料を適正に支払う。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_31 9-44100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

6 3

1 5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 61100 第１号被保険者保険料還付金 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 第１号被保険者保険料還付金

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 諸支出金 個別分野 高齢者福祉

項 償還金及び還付金 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・介護保険料の適正な収納管理を行う。 概要 ・被保険者の死亡等により、保険料を収入した年度に返還できなかった保険料を翌年度に返還

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額

最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,000 1,000 1,000 01,000 972 566

特定財源

国費　（ 

1,000 406 1,000

その他（ 繰越金 1,000 406 1,000

県費　（ 

1,000 972

0 0 0

566 1,000 1,000 1,000 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

過年度還付金 1,000 406 1,000 1,000 972 566 1,000

事業実績 ・介護保険料の過年度分を返還 事業実績 ・介護保険料の過年度分を返還
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・保険料の返還対象者の早期把握に努め、正確な事務を行う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・保険料の返還対象者の早期把握に努め、正確な事務を行う。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_32 9-61100



事業シート（平成29年度予算、平成28年度決算）
9 4

6 3

1 5

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成29年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成27年度事業実績、評価等（Check）　H28.8実施 5.平成28年度事業実績、評価等（Check）　H29.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 61200 介護給付費負担金等返還金 予
算

会計 介護保険事業特別会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市老人福祉計画・第６期介護保険事業計画

総合計画等　主な指標 Ｈ27実績 Ｈ28実績

担当課 福祉部　高年介護課 内線 2956 目 償還金

市長公約
協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます

款 諸支出金 個別分野 高齢者福祉

項 償還金及び還付金 施策概要 介護保険制度の円滑な運営

Ｈ31目標

目的 ・国、県の介護給付費負担金等の超過交付分を返還 概要 ・国や県などから交付される介護給付費負担金、地域支援事業交付金を事業の実施年度の翌年に精算し、超過交付分を返還

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額 増減 査定額-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H27 H28 Ｈ29予算 実施計画額

最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

10 10 10 0131,698 131,687 72,434

特定財源

国費　（ 

59,264 59,253 10

その他（ 繰越金 59,264 59,253 10

県費　（ 

131,698 131,687

0 0 0

72,434 10 10 10 0

0 0 0一般財源 0 0 0 0

個票枝番 主な事業内容 査定額 説明

返還金 59,264 59,253 10 131,698 131,687 72,434 10

事業実績 ・国、県の介護給付費負担金等の超過交付分を返還 事業実績 ・国、県の介護給付費負担金等の超過交付分を返還
担当課

予算要求
ポイント

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・交付金の申請および実績報告を迅速かつ正確に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H28完了 H29完了

H29完了予定 H30完了予定

・交付金の申請および実績報告を迅速かつ正確に実施する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

16_高年介護課_33 9-61200


